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研究成果の概要：農家の販売を巡る組織化について，統計分析と事例分析を行った。統計分析で

は，2005 年農林業センサス「農産物の出荷先」項目から，ネットワーク組織を含む「農協以外

の集出荷団体」に出荷している農家の特徴を明らかにした。事例分析では，茨城県・県央地域 Y
社が中心となる販売組織の構成員にアンケートを行い，農家や農業法人の販売規模がほぼ 2,000
万円以上であること，他の販売チャネルを複数持つものが多いことなどを明らかにした。また新

規参入法人によるネットワーク組織についても事例分析を行った。 
 
 
交付額 
                               （金額単位：円） 

 直接経費 間接経費 合 計 
２００６年度 1,500,000 0 1,500,000 

２００７年度 1,200,000 360,000 1,560,000 

２００８年度 500,000 150,000 650,000 

年度  

  年度  

総 計 3,200,000 510,000 3,710,000 

 
 
研究分野：農学 
科研費の分科・細目：農業経済学・農業経済学 
キーワード：農業経営，ネットワーク組織 
 
１．研究開始当初の背景 

1990 年前後から日本各地において，様々
な作目において農家あるいは農業法人間でネ
ットワーク組織化の動向が見られるようにな
った。この組織化に関しては，いくつかの事
例分析が行われているだけであった。 
 
２．研究の目的 
 本課題でいうネットワーク組織は，ただ単
に販売のための農家組織というだけではなく，
「消費者や実需者ニーズに応じた生産を行
う」というマーケットイン型の経営システム

自体を，組織化によって実現しようというも
のである。この組織は，農協に対抗するもの
として組織化される場合もある。 
 本課題では，ネットワーク組織の担い手と
しての位置づけ，広がりを明確にし，ネット
ワークの要素や組織内容を明らかにする。ま
た，ネットワーク組織と参加農家の経営成長
や主体性との関係についても考察する。 
 全体として，社会的意義を拡大しつつある
ネットワーク組織の実態と意義を明らかにす
ることを目的とした 
  



３．研究の方法 
(1)農林業センサスなどの大数調査結果を用い，
ネットワーク組織の広がりと参加農家の規模
などの特徴を明らかにする。 
(2)ネットワーク組織の事例調査を行う。組織
の中心となる農業法人の機能などに関する調
査、組織の構成員農家の組織加入への理由や
加入後の組織への評価などをアンケート調査
や聞き取り調査により明らかにする。 
  
 
４．研究成果 
(1)農林業センサスデータを用いたネットワー
ク組織の広がりに関する考察 
 

2005 年農林業センサスの「農産物の出荷先」
の項目により、農家におけるネットワーク組
織の量的な位置づけが、一定程度読み取るこ
とができる。この項目によれば、農家の出荷
先を、（農協、農協以外の出荷団体、卸売市場、
小売業者、食品製造業者・外食産業、消費者
に直接販売）の６種類に分類し、それを農家
属性との関係でみることが可能である。この
うちネットワーク組織は、「農協以外の出荷団
体」に含まれると考えられる。ただしここに
は、ネットワーク組織以外の作目別の（たと
えばタバコ作などの）出荷組織も含むと思わ
れるため、注意が必要である。 
 「農協以外の出荷団体」に農産物を出荷し
ている農家の割合は、都府県・販売農家の
8.9％、ここを第１位の出荷先としているのは
6.8％である。出荷先と経営規模との関係をみ
ると、「農協」は規模が小さい層ほど高く、「消
費者に直接販売」は、ほぼ全ての階層で 20％
前後である。それ以外の出荷先は、規模が大
きい層の方が高くなっている。すなわち、経
営規模が大きくなるにつれ、卸売市場、小売
業者、食品製造業者・外食産業、そして農協
以外の出荷団体への出荷が、複数の販売チャ
ネルとして選択される傾向が見られる。ただ
し実際の農家の経営行動をみると、農協以外
の出荷団体を経由して、小売業者・食品製造
業者・外食産業に出荷されるケースもあり、
これらの出荷先を並列的に見てもよいかどう
かという点については、一定の注意が必要で
ある。また「農協以外の集出荷団体」の特徴
は、販売金額 100 万円程度と比較的小さい規
模階層からその比率が高まることである。 
 以上の点から、「農家以外の出荷先」の特徴
は、農協出荷に比べ、規模が大きな層でより
高い比率で選択されているといえる。また、
農家単独では有利な販売が困難である階層で、
農協とは異なる優位性を期待して選択されて
いる販売チャネルであることが推測される。
こうした点は、調査等で得られているネット
ワーク構成員の特徴とほぼ一致した。 
 

(2)ネットワーク組織の事例調査に基づく分析
―茨城県・県央部の事例― 
  
① 調査の概要 
茨城県・県央地域に，中心となる Y 社が立

地するネットワーク組織、I 研究会の設立と運
営について、代表者から聞き取り調査を行い、
会員農家 46 名（うち農業法人は４社）に対し
て、組織に加入した理由、加入後の組織の評
価、I 研究会以外の販売チャネルの利用などの
項目について、アンケート調査を実施した。 

 
② I 研究会の設立経緯 
 I 研究会は 2006 年に発足したネットワーク
組織で、加入にあたり、GAP（適正農業規範）
という、農産物の安全性、環境への配慮、生
産者の安全と福祉、農業経営と販売管理など
について、一定水準を満たしていることを証
明する経営認証を取得することを条件として
いる。研究会代表の T 氏によれば、共同販売
を目的とした I 研究会において、農産物の品
質を保証し、有利に販売することを目的に、
この規約を盛り込んでいる。 
 I 研究会の設立経緯は次のとおりである。代
表者である T 氏は茨城県及び近隣数県に立地
するボランタリーチェーンである農業資材販
売会社の後継者である。この資材販売会社は、
農業資材マーケットの縮小に危機感を抱き、
それへの対応策として、農業生産への参入と、
既存の農家や農業法人の規模拡大支援策の検
討 を行った。その結果、2000 年に農業生産
法人 Y を設立し、運営を開始した。Y 社の特
徴は、有機農産物生産と、新規参入者の研修・
独立プログラムを持っていることである。さ
らに 2006 年に、本研究で対象とする I 研究会
を設立した。 
 代表者 T 氏は、農業資材販売会社の顧客の
うち、大規模で事務所に近い経営を中心に勧
誘した。また、生協向け販売ネットワーク組
織の会員にも、さらに面積を拡大するための
新たなチャネルとして I 研究会に入会するこ
とを勧めた。 
 
③ 組織の活動 
 I 研究会は、共同販売組織であり、会員全員
が GAP を取得することにより、販売する農産
物の品質保証を行い、より有利な販売に結び
付けようとしている。販売先はチェーンスー
パー２社と外食向けの卸であり、さらに GAP
を取得した全国の 13 の農業法人・農家ととも
に新たなブランドを設立し、新たなスーパー
でのチャネル展開を開始したところである。
農産物の販路開拓は、T 代表が担当している。
また、どの販売先にどの経営が供給するかは、
T 代表が決定している。T 代表は全会員の販
売先と生産余力を掌握しており、契約ベース
で販売していない JA 出荷や市場出荷の部分



を新たな契約ベースの取引に回していくとい
う考え方であるという。 
 農産物を会員のところから集荷し、販売先
に配送する業務、および会計業務については、
T氏が代表を務める Y社に委託している。GAP
に関しては、I研究会内の「統一農場管理基
準」を策定し、内部審査委員会による内部審
査と、外部機関による外部審査（抽出された
農場のみの調査）の二段階となっている。ま
た、残留農薬分析、硝酸態窒素測定、成分分
析などを共同で実施している。硝酸態窒素に
ついては事務所内で測定し、残留農薬分析は
県内の民間検査機関に外注している。成分分
析は、野菜の抗酸化作用などの機能性を数値
化して示し、付加価値につなげていきたいと
して、県内の研究機関と共同研究を進めてい
る。 
 
④ 会員の経営状況と I研究会への評価 
 46 名の会員全員にアンケートを配布し、そ
のうちの 24 名から回答を得た。年齢は 50 歳
前後の経営者が多く、後継者の就農前後で、
規模拡大が必要となる経営が多いことが想定
された。経営面積をみると、水田は少なく、
露地野菜とハウス面積が多い。全回答平均で、
水田 1.16ha、露地畑 2.34ha、ハウス 0.84ha
である。年間販売額は、図に示すように、ほ
ぼ 1,000 万円以上となっている。T代表によ
れば、2,000 万円以上の経営がほとんどであ
るという。 
 会員の経営状況の中で、雇用を導入してい
る経営が多いことが特徴的である。家族労働
力のみの経営は 6戸だけで、回答者の 75％が
家族以外の労働力を導入している。この内訳
は、外国人研修生（54％）、パート（38％）、
常勤社員（21％）、日本人研修生（8％）など
である。雇用を導入した経営の場合、周年作
業の確保と、販売価格の変動が少ない、コン
スタントな販売方法の実現が重要となる。 
 
⑤ 構成員の販売チャネル 
 構成員の I研究会への販売割合は，販売無
しおよび 20％未満が 80％を占める。これは，
当研究会が設立間もないため，十分な販売力
が無いことと，構成員は I研究会に加入する
前から，独自の販売力を持っていたことに起
因すると思われる。しかし組織加入の理由，
および加入後に感じたメリットの双方に「販
売拡大」を上げる構成員は多く，今後の販売
力強化が期待されていると言える。 
 構成員の主な出荷先としては，３グループ
に分けられ，生協への販売組織が多いグルー
プ，流通業者や市場への出荷が多いグループ，
農協出荷が多いグループが存在した。このよ
うに，I研究会にはいくつかのグループが存
在していることが分かった。 
 

⑥ 農協と比較した I研究会の利点 
 農協と比較した当組織の扱う農産物の利点
としては，安全・安心と，鮮度の保持が挙げ
られ，扱う農産物に対して構成員が信頼を置
いていることが分かった。 
 
⑦ 組織参加後における構成員意識の変化 
 経営能力向上，経営の視野拡大，新技術導
入，ライバルと切磋琢磨 のいずれの項目に
おいても高い評価が示されており，構成員自
身が，組織参加により前向きな意識変化があ
ったとしている。 
 
⑧ 会員の事例（T経営） 
 T 経営は 40 代夫婦２人が，通年雇用１人，
中国人研修生４人を雇用して行っている経営
である。経営面積は無加温ハウスが約 100 棟，
２ha である。栽培作物は，水菜（80％），小
松菜（15％），ルッコラ（５％）である。周年
栽培・出荷をしている。販売先は，I研究会
の他，生協向け販売組織と地元加工業者およ
び農協である。 
 T 経営は以前から生協向けの販売組織のメ
ンバーとして，水菜を生産していた。そして，
この組織の他のメンバーから，I研究会への
加入を勧められて入会した。理由としては，
まず，息子２人が大学卒業後，家に戻って農
業を行う予定なので，それまでに規模拡大を
して，農業基盤を拡充したかったことである。
次に，雇用を導入しており，安定した販売価
格で毎月の収入が計算できる農業（契約ベー
スの農業）での拡大を望んだためである。 
 I 研究会に加入した評価は，初めのうちは
GAP のための毎日の記帳が大変だったが，今
は慣れたという。記帳は妻の仕事になってい
る。また，経営の殆どすべてが契約ベースの
生産なので，端境期などに生産数量が確保で
きないときが一番辛いという。これへの対策
としては，同じ作目を作る仲間を増やすこと
が有効と考えており，このため近隣の農家を
I研究会の新メンバーに勧誘し，加入させた。 
規模拡大と合わせて，個人で契約生産の相手
先を探すことは困難なので，I研究会を高く
評価している。また，GAP 取得は，流通関係
業者との取引において，大変メリットがあり，
有利な取引に結びつくことを，経験を通して
実感している。 
  
⑨ 事例分析の結論 
 組織への参加動機からは，会員の多くはGAP
認証取得と有利販売目的で入会したことが分
かる。こうした会員にとって組織が意義を持
ち続けるためには，販売組織としての実績向
上が不可欠であると思われる。 
 会員の多くは農協，流通業者および複数の
ネットワーク組織に参加しておりこれは当該
組織が発足間もないことが原因ではあるが，



ネットワーク組織特有の緩い紐帯という特徴
も読み取ることができた。 
 組織参加のメリットとしては，「安定取引」
と「有利販売」という２つの志向のグループ
があり，両者が共存していることからも，構
成員の多様性を示していると言えた。また，
農業生産において意識している点においても，
「安全・安心」グループと「コスト削減」グ
ループに分かれ，この点においても会員は多
様であることが分かった 
 会員は組織参加により前向きな意識変化が
見られ，当該ネットワーク組織参加の意義が
確認できた。 
 
(3)新規参入法人のネットワーク組織化 

茨城県県西地域に立地する農業法人 Rの事
例を用いて分析した。当法人社長の O氏は，
以前，大手 IT 企業のサラリーマンであったが、
会社の新規事業開発部門での無農薬栽培野菜
の生産・販売の担当を経て、2000 年に独立し
て農業法人を設立した。 
 法人設立時には施設野菜（ビニールハウス）
1ha、露地野菜 1.5ha でスタートしたが、2007
年現在は、ハウス 50 棟・２ha、露地５ha に拡
大している。栽培品目はすべて無農薬野菜で、
ベビーリーフとジュース用ニンジンを主力の
周年販売品目とし、その他 20 品目以上を栽培
し販売している。販売先は、チェーン店を中
心とする外食産業と、スーパーマーケット、
生協等である。スタート時は外食産業とスー
パーマーケットへの販売がそれぞれ５割ずつ
占めていたが、３年ほど前から生協への供給
が増加し、現在は外食・スーパーマーケット・
生協への供給がほぼ三分の一ずつを占めてい
るという。 
 生産者側のリスクは、取引業態によって異
なる。スーパーマーケットとの取引の場合、
互いに友好的な関係が築けていれば、企画を
変えながらずっと継続的取引が可能である。
しかし、外食産業の場合、メニューが変わる
と、特定品目の取引に決定的なダメージがあ
るため、取引のリスクは相対的に大きいとい
う。特に季節野菜のメニューの場合は注意が
必要である。また、生協との取引の場合は、
市場価格の変動による需要量の増減と欠品対
応、クレーム対応の煩雑さが問題である。 
 法人を設立した初年度は、チェーンレスト
ラン 200店舗にベビーリーフを 10ケ月間販売
した。大変な苦労をしたが、何とか乗り切る
ことで、外食用野菜供給の厳しさを知ると同
時に、ハード・ソフト両面で経営の基礎を確
立したという。R 社の一日当たりベビーリー
フ供給量は最大 50kg であるのに、クリスマス
の前などは最大 200kg 必要となった。そのた
め、地元の普及センターなどに相談し、無農
薬でベビーリーフを栽培している近隣の農業
法人を紹介してもらった。現在でもその法人

とは、販売に関する深い連携関係を持ってい
る。 
 現在、多数の販売先の一つとして、チェー
ンコーヒー店にホットドック用のルッコラを
供給している。一個のホットドックに２枚の
ルッコラを使用するが、約 1,000 店舗のチェ
ーンであるため、日量供給量は 240kg となり、
この供給については、R 社が全量を供給する
のではなく、県内外の法人や農家で生産グル
ープを形成して供給量をまかなっている。 
 R 社は連携している他の法人に比べ、販売
先を多く獲得しているため、生産能力よりも
販売能力の方が高くなっている。また、法人
設立時は、絶対的な量の不足に対応した販売
提携であったが、現在は、リスクを分散する
ための取引業態の多様化、さらに同一業態の
中でも取引会社数を増やしてリスク分散をさ
せることが、意図的にねらわれており、戦略
的な販売提携に移行したと言える。目安とし
ては、１社当たりの取引は販売金額全体の１
割以下に抑えたいとし、メインの取引先を 10
社、それ以外の小規模な取引先が 30 社程度と
考えている。現在小規模な取引でも、いずれ
メインの取引先となるところも出てくる。一
つの取引先について、自社農場で全量を生産
していると、天候リスクなどで決定的なダメ
ージを受けるが、地理的に離れた農場と連携
する事により、天候リスクを回避できるとい
う点でも有効である。 
 さらに R 社では、法人設立時に目標とする
販売金額を設定し、その規模に合わせた従業
員、機械施設、作業場、冷蔵庫、圃場等の確
保と拡大を計画的に図ってきた。そして、そ
の目標をクリアし、次の販売目標の設定と経
営計画を樹立する中で、全ての生産を自社で
行うのではなく、連携農場への委託を織り込
んだ計画にしている。 
 R 社以外にも、茨城県内で新規参入により
農業法人を設立した有限会社 T（パプリカ）、
有限会社 K（野菜）、有限会社 S（イチゴ）
でも、R 社と類似の理由で、販売を主軸とし
たマーケティング結合を既に開始するか、あ
るいは今後構想している。農外から参入して
農業法人を設立する場合、農業技術で優位性
を持つ法人は多くない。それに対し、販売能
力は優れている場合が多く（この優位性がな
ければ経営存続は困難である）、農業法人や
農家との間でマーケティング結合を形成する
メリットが大きい。このため，新規参入した
農業法人にとっても，ネットワーク組織化の
意義は高いことが明らかになった。 
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